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r三田学会雑誌」82卷2号 （1989年7月）

ギリス産業革命期における生活水準論♦ 再訪〔上)

松 村 高 夫

はしがき

i 次
、一トク;nル= ホブズボーム输争以

降の生活水準研究の動向 

n 全国的実質賈金指数の作成

1 フリンによる諸指数の総合 
2 フリンに対する批判

3 リンダ一トとクィリアムスンによる指数の作成 

4 リンダートとウィリアムスンに対する批判

(以上本稿）

m 地方的実質賃金指数の作成（以下次稿）

I V 結 び

付イギリス産業革命期の生活水準に関する文献 

目録（本稿）

はしがき- .一トウエル= ホプズ

ボーム論争以降の生活水準研究の動向

産業革命期のィギリス労働者階級の生活水準 

をめぐってハ一トウュル= ホフズボーム論争か,

I960年代に歴史家を楽観論者と悲観論者に二分 

しながら激しく展開されて以降，すでに四半世 

紀が経過した。 その論争の中では，生活水準測 

定の指標として，実質賃金， 消 費 財 消 費 〔小麦， 

肉，茶，たばこ等)， 国民所得， 死亡率， 失業率 

が分析対象とされた力;， ホブズボームは， 生活 

水準上昇が実IE可 能 で あ る と し た 「楽観論」 を 

批判するべく，実質賃金と国民所得がともに水 

準上昇の測定指標としては根拠薄弱であると主 

張 し 代 っ て 消 費 財 消 費 （とくに肉消費）を重視 

した。 注意すべきは， ホブズボームは，生活水
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, 低下を統計的資料にもとづいて積極的に主張 

したのではなく， その上昇を実証できるとした 

「楽観論」 をいわば相手の土依にたって批判し 

たという点である。 その意味で， ホブズボーム 

の論稿は， か れ S 身の爱現を借用すれば,「消極 

的主張」 であった。 そこでは，文献的資料にも 

とづく社会的要因の分析は，意識的に排除され 

ていた。 論争は未決着のまま1963年に一応終っ 

たが， その後10年を経た時点で， ホブズボーム 

はハートウェルとの論争を回顧して， 両者のあ 

いだには，「主として実質所得の一般的水準の推 

移を， ほとんど排他的に扱ってきたが， それは 

『生活水準』 問題の一部分にすぎないという該 

解があった」 と書いている。 そして， 全体とし 

てみれば，実 質 賃 金 の 上 昇 . 下 落 の 問 題 に 「論 

争は矮小化され， …… 相対的にトリヴィアルな 

問題に限定された」と指摘し，「なぜならば， 労 

働者が19世紀のある時期に実質所得の僅かな上 

昇あるいは減少をみたかという問題は， それ自 

体重要な結果ではないからである」 とまでいい 

切 っ て い る （Hobsbawm, E. J .〔1975〕，pp. 179-180, 

pp. 187-88)o 

私 は 1970年に，r イギリス産業革命期の生活 

水 準 一 ハ ートウュル= ホフズボーム論争を中心 

として一」（『三田学会雑誌』63卷12号） で そ の 論  
争 を トレースしたことがある力:， それ以降今日 

までの20年近くの間に， 生活水準をめぐるかな 

り多数の論稿が，Economic History R eview や 

Journal o f  Economic History 誌上に発表され 
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た。また，産爱革命期の生活水準問題は, 経済史，

社会史，労働史の通史的著書のなかでも，少な

からず論述されるようになっている（例えば，

Checkland, S. G .〔1962〕; Perkin, H .〔1969〕; Hunt,

E. H.C1981]; Rule, J .〔1986〕; Royle, E .〔1987〕）。対

象とする時期に関しても，産業革命期CL750年一

1850年）の研究がいぜんとして多数を占めるも

のの，それ以前（Woodward, D. Q981] )やそれ

以降（Barnsby, G .〔1973〕; Hopkins, E .〔1975〕；

Roberts, E .〔1977〕）を扱う研究も現われている。

わが国でも，1970年以降に発まされた諸論稿に

ついて，すでに南部宣行，原剛等の優れた研究
( 1)

史の整理があるが，本稿は，1970年以降，とり 

わけ最近発まされた研究の整理を目的としてお 

り，前稿〔1970年）の続篇にあたるものである。

ハートウエル= ホプズボ一ム論争以降今日ま 

での研究史の特徴としてまず指摘しなければな 

らない点は，生活水ip研究が実質賃金に*中さ 

れてきたことである。そのさい，社会的要因は 

初めから分析対象とされずに抑除されているだ 

けでなく，消費財消費も国民所得も水Ip測定の 

指標とはみなされていない。実質賃金の推移を 

算出するための名目賃金と生計費（物価）雨指 

数の算出に全精力が傾注されたのであり，そう 

した研究動向は，1926年 「クラッバム革命」の 

さい「論証」された実質賞金上昇論の再版であ 

り精徽化である，とその基本的性格を把えるこ 

とが，まず必要であろう。生活水準を実質賃金 

に等置することは，ホブズボームのいう生活水 

準研究の「矮小化」の極端な進行である。

このような実質賃金指数の算出は，大別する 

と2 つの方向に進んだ。第 1 は，既存の諸々の 

賃金指数と生計費指数を再操作して，全国的実 

質賃金の推移〔方向と振幅）を描きだすもので， 

1974年のフリンの論文（Flinn, M. W .[1974] )を

契機として興隆しはじめ， リンダートとゥィリ 

ア ム ス ン （Lindert, P. H. & Williamson, J. G. 

〔1983〕）がその代ま的存在である。 第 2 は，地 

方史レヴェルでの賃金，生計費資料を冤集し， 

その地方の実質賃金指数を算出するものであり， 

バースを対象としたニールの研究（Neale, R. S. 

〔1966〕）に端を発するが， このような研究とし 

て，バーンズビーのプラックカントリ一研究 

(Barnsby, G. J . 〔1971〕），グーアヴィッシュのグ 

ラスゴウ研究 （Gourvish, T. R .[1972]),ホプキン 

スのスタウアプリッジ研究（Hopkins, E.〔1975〕）， 

エクレストンのミッドランド研究CEccleston, B. 

C1976]),ボーサムの北スタッフォードシャー研 

究 （Botham, F. M .〔1982〕： Botham, F. M. & Hunt, 

E. H .〔1987〕）を挙げることができる。これらの 

グループは，全国的単一の長期間にわたる実質 

賃金指数作成の意義を否定したT. S .ァシュト 

ンの主張，すなわち，r時と所を大きくへだてた 

2 つのグループの人々の福祉を比較することは 

可能ではないというのが享実なのである。…… 

我々はある地域の価格資料を他の地域の賃金資 

料に適用することはできない。我々は消費され 

た商品の性質や種類のみならず人間の要求や欲 

望においても変化がおこったかもしれないよう 

な長期間にわたる一枚のまをまちがいなく作成 

することはできないのである。我々が必要とし 

ているのは単一の指数ではなく，それぞれが小 

売物価からえられたり，垣期間に限定されたり， 

一'̂ 3の地域に，ことによると一'̂ 3 の地域内の一 

つの社会的または職業的グループだけに関連し 

ているような多くの指数なのである」（Ashton, 

T. S .〔1949〕，p. 33) とする主張の延長線上に位 

置する研究である。それ故，このグループと全 

国的単一指数を考察した第1 のグループとの間 

には，同じ実質賃金を対象としながらも共通点 

はない。むしろ両グループのベクトルは正反対

注 〔1) 南部宣行「生活水ギ論争の進展一ホプズボーム= ハ ー ト ウ ェ ル論争以降の検討一」『早稲田政治経 

済学雑誌』268号，1981年。原剛『19世紀末英国における労働者階級の生活状態』，1988年，勁草書房。 

片山健「ヴィクトリア後期イングラソドに於ける中間的諸階層に関する考察」〔慶應大学経済学部1985 

年度卒業論文）
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の方向とみるべきであろう。アシュトンは， A . 

L . ポウリーとG. H . ウッドの賃金指数に関し 

ては， それが新しい研究により無価値になるこ 

とはないとはいえ， 多数散在する賃金帳簿によ 

り補足されるまでは不確実であるとして適用を 

放棄し， また，N. J . シルバーリングの生計費 

指数も， 小売価格ではなく卸売価格であること， 

数品目は消費財でなく原料であること， 関税を 

除去していること，支出体系が妥当でないこと， 

という諸理由からその指数も否定し， その結果， 

これらの指数から実質賃金上昇を結論づけたJ . 

A . クラッパ ム の 主 張 を 斥 け て い た PP.28 

-29)。 しかしながら， 第 1 グループのフリンや 

ウィリアムスンには，アシュトンにみられる力、 

ような慎重さはない。否 ， アシュトンの指摘を 

意識的に揉除して， 全 国 的 長 期 的 （1世紀以上 

に及ぶ）実質賃金指数を作成するのである。 も 
ちろんかれらも既存の諸指数の限界を指摘しは 

する力；， そ れ は リップ . サ ー ビスにすぎない。
第 1 グループが，後述するように，砂上の楼

閣にもなりかねない基本的弱点を有しながらも

あ る 種 の 「成果」 を発表しつづけている背景に

は，1960年代後半から70年代を通しての数量経

済史の興隆という学界潮流があることは否定で

きない。 また，食物，飲酒， 住宅，教育， レジ

ャ一 ， 生活環境等の生活様式= 質の次元に関わ

る諸問題は，社会史の研究対象として， 生活水

參論争とは切り離されて扱われてきたことも指
( 2)

摘しておく必要があろう。 こ の ⑧ 量 ）経 済 史  

と社会史の不幸な分離は，生活水準論争を極端 
な までに矮小化し， ハートウエル= ホプズボ 一  

ム論争が， ともかく論争として成立しえたよう 

な状況からは遠く隔たってしまった。 そもそも 
1960年代に論争が生じたときには，発展途上国 

の工業化がその国の国民の生活水準を上昇させ 

るか否かというすぐれて現代的課題を， イギリ 

ス産業革命期の生活水準の分析によって迁回的 

に解明しようとする意図があった。 しかしなが

らその後の論争は，かような問題関心からはま 

すます隔れているようにみえる。

n 全国的実質賃金指数の作成

1 フリンによる諸指数の総合

フリンは，生活水準研究が実質賃金に*中さ 

れる契機となった論文(Flinn, M. W . [1974])に 

おいて，生活水準測定の多様な指標のなかで実 

質賃金だけが「論争の最終的解決を提供する」 

(P.395)と主張した。r プリテンの労働者は，常 

に公衆衛生，住宅，教ま，社会保険のような生 

活水準の要素よりも賃金水準により直接的な関 

心を示してきた」（P. 395)と述べ，他の要因を 

排除するのではないが，「分析的目的のために」 

実質賃金のみを対象とするのである。フリンの 

主張は，アシュトン以来の実質賃金測定に対す 

る懐疑的倾向を克服せんとするものであった。 

それ故，フリンは実質賃金算出のための既存の 

生計費指数と名目賃金指数を可能なかぎり多数 

1 ；集 . 比較し，そこから一般的傾向を帰結しよ 

うとしており，自らの指数を作成しているので 

はない。対象時期の起点は，産業革命の影響が 

現われる直前という意味で1750年を，また，終 

点は従来の生活水準論争に解答するという意味 

で1850年を選ぶが，その100年間を1813年頃を 

境に二分し，さらに1790年代初期と1820年代初 

期でそれぞれを細分する。この1750年一1850年 

を4 つの期間に区分する点はフリン独特のもの 

で，のちにその思惟性が批判されることにもな 

る。比較時点は， 1年毎の変動によるリスクを 

小さくするために5年間平均が採用されており， 

(生計費指数では）1750/54年，1788/92年，1809/ 

15 年，1820/26 年，1846/50 年であるが，1809/ 

15年のように7 年間平均が採られている時点も 

ある。フリンによれば，1812年，13年が異常に 

高い水^^を示すため除かれたと説明されるが， 

この点ものちに批判されることになる。

注 （2 ) このようなイギリスの学界潮流については，松村高夫「イギリスにおける社会史研究とマルクス主 

義史学」『歴史学研究』532号，1984年9月号を参照されたい。
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第 1図 フリンの総合した諸物価指数1750年一 1850年

さて，生計費指数について， 1)フ リ ン は r理 

想的基準」 'ideal index'として， 卸売価格では 

なく小売価格にもとづいていること，2) 商品が 

労働者階級の片寄った部分で購入されたのでは 

ないこと， 3) 労働者階級の消費構造によって正 

当なゥェイトをかけること，4)家賃を含むこと， 

5)〔タッカーやフェルプス . ブラウン= ホプキンスの 

ように）長期間をカヴァ一しすぎるのではなく， 

ま た ，（アシュトン， グーアヴィッシュのように） 短 

期間をカヴァ一しすぎるのでもないこと，6) 地 

域的格差， 都市と農村間の差異を区別すること， 

の 6 点を挙げる。 だ 力 こ の 基 準 の う ち ，5)を除

—— 168

いては大略アシュトンにより指摘されているこ 

とであり， アシュトンはそれらの理由により全 
国的享一指数の作成を放棄したことを想起すベ 

きであろう。 フリンは既存の諸指数はこれらの 
基準の全てか大部分を満たしていないと指摘し 

たのち， アシュトンのように放棄するのではな 

く 「積極的態度」‘positive attitude* を採ると 

して， 多数の指数を重ねあわせる。 まず， 当該 

100年 間 を カ ヴ ァ 一 す る フ ェ ル プ ス . プラウン 

と ホ プ キ ン ス（Phelps Brown, E. H. & Hopkins, S. 

V. (P .B .H .と略す）〔1956〕） と タ ッ カ ー （Tucker, 

R. S . 〔1936〕）の諸指数に， 100年間ではないが 

Q356)---
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かなり長期間をカヴァ一するシュムペータ一 

(Schumpeter, E. B .〔1938〕）’ ギルボーイ（Gilboy,

E. W .〔1936〕），シルバーリング（Silberling, N. J.

〔1923〕），コ ン ド ラ チ ェ フ （Kondratieff, N. D.

〔1928〕），ゲイヤーニ ロストウ= シ ュ ヴ ァ ル ツ 

(Gayer, A. D., Rostow, W. W. and Schwarts, A.
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J.一(G .R .S .と略す）〔1953〕），19世紀のみのザ 

ウエルぺック〔Sauerbeck, A . 〔1886〕）とルソ 

一 (Rousseaux, P. [1938] )の諸指数を並置 

し，さらに短期的なアシュトンの3 つの指数 

(Ashton, T. S . [1949]) ,バースを扱ったニー 

ルの指数（Neale, R. S .〔1966〕）， グラスゴウ 

を扱ったグーアヴィッシュの2 つの指数 

(Gourvish, T. R . [1972])をも重ねあわせる。 

その結果，第 1 図にみられるような，驚くベ 

きほどの波形の一致—— 変化の方向と程度の 

双方の点で—— が，とくに1790年一1850年の 

期間でみられることを発見する。 じじつ，生 

計費指数は1750/54年一1788/92年では，11.1 

% — 46. 5 % の範囲で上昇がみられ， つづく 

1809/15年までの時期の上昇は，（コンドラチ:n 

フの指数を除けば）65. 6%—85. 2% の範囲とと 

くに顕著である。さらに，1809/15年一1820/ 

26年の時期は，23. 5% — 34. 8 % の範囲で下落 

を示しつづく1846/50年までの時期は，10.0 

% _ 2 2 .4%の範囲でやや下落している。この 

なかで，1750/54年一1788/92年の最初の時期 

は， 4 つの指数が上昇を示すがその程度につ 

いては共通性がみられず，ま質賃金算出の利 

用に耐えないとして棄却している（第1表)。

ここで注意すベきは，アシュトン， ニ一ル, 

グーアヴィッシュの地方的小売物価も重ね合 

わせている点である。前述したように，アシ 

ュトンは長期間にわたる全国的生計費指数を 

求めることの意義を否定し，代ってオールダ 

ムとマンチェスターの3 枚のla期間の指数表 

(1791年一1809年，1810 年一19 年，1821年一 31年） 

を提示したのだし（Ashton, T. S .〔1949〕），グ 

一アヴィッシュも， グ ラ ス ゴ ウ の小売物価 

(1810年一19年， 1822年，1831年）がロンドンの 

卸売物価（シルバーリング，ルソ 一 ， G. R. S.の指 

数）より下落の程度が小さいことを明らかにし 

ていた（Gourvish, T. R .〔1970〕）。すなわち，エ 

業化の影響をほとんど受けていない商業中心地 

ロンドンの物価指数が，従来全国的物価指数と 

みなされてきたことを批判し，他の地域には必
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第2 表フリンの名目賃金指数の推移

作 成 者 対象とした労働者

名 目 賃 金 の 推 移

1750/54—
1788/92

%

1788/92­
1810/14

%

1810/14— 
1820/24 

%

1820/24—
1846/50

%

(全般的指数）

Wood 都市労働者 +69.4 - 9 .4 - 9 .0

Kuczynski 全労働者 + 33.0 -17.3 一 0.1

Tucker ロ ン ド ン • ア ル チ イ ザ ン + 1.5 +54.8 - 5 .5 - 5 .4

P. B. H. クラフツマ ン + 20.8 +65.5 0.0 + 2.1
// レイノくラ一 + 18.7 +68.4 0.0 + 3.1

(個別地域あるいは職業）

Gilboy

n

グ リ ニ ッ チ .レ イ バ ラ 一 

グ リ ニ ッ チ •ク ラ フ ツ マ ン

+20.0 

+ 13.3
,, ラン力 シ ャ ー .レイバラ一 +66.6

Bowley マ ン チ ェ ス タ ー . 綿業労働者 — 3. 5 -12.7
グ 農業労働者（E .& W .) +92.5 一 21.9 一 9. 2
w ス コ ッ ト フ ン ド . 炭鉱夫 一 19. 2
n ス コ ッ ト ラ ン ド .農業労働者 +77.0 -27.5 +49.2

Bowley & Wood 植字エ（E. & W .) +41.9 -11.4 + 6.4

Bowley カ ム バ ー ラ ン ド . 農業労働者 +85.6 一 34.1

ff 農業労働者（E .& W .) + 4.6

ロ ン ド ン . 建築エ +70.0 - 5.1 + 5.4

エディンバ ラ •建築エ +98.2 + 17.2 + 3.2

Wood 綿業工場ォペラティヴ 一 7.7

手織工 -24.2

Neale バ 一 ス . レイバラ一 + 14.9

出典）Flinn M. W , [1974], p. 407, Table 3 . より‘

ずしも妥当しないことを， グラスゴウの豊富な 

資料で主張していたのである。 したがって， フ 

リンが物価指数の波形の類似性を主張するさい 

に， アシュトンやグーアヴィッシュの指数を含 

めることは， かれらの本来の意図からは垂離す 

る。

つぎに，名目賃金については， フリンは， ボ 

ウリーとウッド（Bowley, A. L. & Wood, G. H. 

〔1898—191の），ギルボーイ（Gnboy,E.W.〔1934〕）， 

タッカー（Tucker, R. S .〔1936〕）， クチンスキー 

(Kuczynski, J . 〔1942〕）’ P. B. H . (〔1955〕）， ニ一 

ル (Neale, R. S. [1966])の指数を， 当 該 100 年 

間 を 4 つの 期 間 に わ け て 並 置 • 比較するが， そ 

の 上 昇 • 下落傾向は生計費指数で示されたよう 

な共通性を示さない。 1750/54年 一1788/92年の 

時 期の賃金データは7 点と少なく，上昇率にも

—— 170

共通性がなく，r こ の 期間に実質賃金が一般に 

上昇したとするのは， 勇 敢 で は あ る が 無 謀 な  

(b rave)歴史家であろう」（P. 40 8 ) と述べて， 

一般化を断念する。 つづく1788/92年一1810/14 

年 〔生計費指数では，1788/92年一1809/15年と時期区 

分に若干のズレがある）の期間では， 大幅な名目 

賃金上昇の傾向がみられるが， バースのレイバ 

ラーを扱ったニールの地方史データの14. 9% 上 

昇を例外として， 他の賃金上昇率は30% 以上を 

示している。すなわち， クチンスキーは33.0% 

と 比 較 的 小 さ 、値であるが，ゥッド（都市労働者） 

で は 69. 4 % ,タ ッ カ ー （ロンドンのアルティザン） 

では54. 8%, P. B. H . では（クラフツマン） 65. 5 

% , 〔レイバラ 一） 68. 4%を7Fしており， ボウリ 

一 で は （5職種）41.9 % か ら 98. 2%の間の値を 

示 し て い る （第2表)。 ここからフリンは，ナポ

(555) ---



レオン戦争中の実質賃金は横ぱいだったという 

重要な結論を導きだす。 戦争中は前述のごとく 
物価も大幅に上昇したが，名目賃金も同じよう 

に大幅に上昇したことから，「1810/14年以前に 

は実質賃金が上方または下方に著しく変化した 

こ と を 示 す 指 標 は ほ と ん ど な L、」 と結論し 

「僅かに取得した多くのグループが，僅かに損 

失したグループと同じ位あっただろう」（P. 408) 

とするのである。 かくしてナポレオン戦争中に 

おける労働者階級の貧困化の進行は否定される。 
これがフリンの第1 の帰結である。

第 2 の：̂§結は， ナポレオン戦争後10余年間に 

実質賃金は上昇したとする点である。すなわち , 

1810/14年一1820,/24年は， 3 つの指数を除いて 

いずれも名目賃金の下落傾向を示すが，下落の 

程度は， ボ ウ リ ー （カムバーランドの農業労働者） 

の 34.1% 減が最大値で，他 は そ れ 以 下 （0 %〜 

28%)であり，余り大きくない。 一方， 前述の 

ごとくこの時期の生計費指数は，23%—35% と 

大幅な下落を示しているので，持続 的デフレの 

な か で 実 質 賃 金 は 上 昇 し 多 数 の 者 が 生 活 水 準  

の上昇を享受したにちがいないとするのである。 

それにつづく1820/24年一1846/50年の時期では , 

ある指数は上昇を， ある指数は下落を示すため , 

賃金指数に一定の傾向は見いだせない。 た だ し  
ボ ウ リ ー （ス コ ッ ト ラ ン ド農業労働者）の 49. 2% 

増， ウ ッ ド （手織工）の 24. 2%減を餘けば， 他 

の 指 数 は6. 4%増 と 12.7% 減の間にあるという 

共通性を示す。 したがって名目賃金は概してこ 
の期間には横ぱいないし変動は少なかったとみ 

てよい。 少なくともそれ以前の時期に比べて上 

昇傾向を示していることは間違いないが， 物価 

の上昇もほぼ同程度であったので， 実質賃金の 

上昇は僅かであったという。

かくして実質賃金について，第 1 の時期1750 

/54年一1788/92年は，資料が少なく確実なこと 

はいえない。 第 2 の時期一ナポレオン戦争中は , 

実質賃金の変動は少なく， 第 3 の時期一戦後10 

余 年 間 （1813年頃から1825年頃まで）は，年 率 2. 5 

一 3 % で上昇した。 第 4 の時期一19世 紀 第 2 四
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半期は，上昇は僅かであった。すなわち，1750 

年一1850年 の 100年間のなかで， ナポレオン戦 

争後の10余年が唯一実質賃金が急上昇を示した 

時期であったと結論した。 この結論は，従来の 

通説とは異なる， 意外性をもつものであった。

フリンは論稿の最後で， 再び生活水準はキャ 

ッ シ ュ • タームだけで測定されるべきでなく， 

「実質賞金推移を一般化する試みは， たんに社 

会経済的相互作用の複雑性のなかのひとつの一 

おそらく主要な一可変数を分析的目的のために 

分 離 し た 」（P.411)のであって， 文化的環境の 

多くの局面も考慮にいれなければならないとす 

る付帯条件をつけているが， その後の研究は聞 

もなく実質賃金だけが他の条件から切り離され 

て独走することになる。

2 フリンに対する批利

フリン論文に対して， まずグーアヴィッシュ 

が 批 判 を 加 え た （Gourvish, T. R . [1976]) o この 

批判は論点が拡散し，必ずしも系統的批判とは 

いえないが，批 判 点 は 3 点にまとめられよう。 

第 1点は， フリンが厳密に5 年間平均をとって 

いない点についてである。 も し厳密に1788/92 

年一1811/15年をとってナポレオン戦争期のイ 

ンフレ率を算出し， 1811/15年一1822/26年をと 

って戦後デフレ率を算出するならば， それぞれ 

72—84% ( フリンでは，65—74%), 37—39% (フ 

リンでは，31—35% )を 示 す （P.137)。 した が っ  

てナポレオン戦争中，賃金は物価と同一歩調を 

保ったとするフリンの主張は，否定されはしな 

いものの脆弱になるとした。

批 判 点 の 第 2 は， フリンは連合王国の小麦fffi 

格の変動から生計費指数の変動を算出している 

力*S この方法は地方によっては適合しないとし 

た点である。西スコットランドでオートミール 

が主食であるばあいには， オ ー ト 麦 の 価 格 〔小 

麦の価格も）の変動幅は， 上 昇 期 も 下 落 期 も フ  

リンの算出した数値よりも小さく， したがって 

戦争中に戦後デフレ期よりもより大きな実質賃 

金を得ていたことになるという。 第 3 点として，

{.359')



アシュト 一ル， グーアヴィッシュの地方

小売価格を，他の多くの卸売物倾と混同するこ 

とは，やはり許されなぃとした。

また，賃金にっぃても， 地方毎に職種別に考 

慮する必要性を唱え， もしそうするならぱ， フ 

リンのぃう推移とは異なる動向を示すものもあ 

ったとする。 1813年一22年の期間に， 物価下落 

を上回る賃金下落があったグラスゴウの例とし 

て，建築レイバラ一， 指物師， 家具製造エをあ 

げてぃる。 （賃金下落が物価の下露を上回ってぃな 

ぃものには， レンガ積みエ，石工，塗装エ，錯管エ， 

木びきがある。）そして，「1813年一25年を賃金上 

昇の決定的時期とするには， なお数ヶ所の地域 

や多数の職種毎に，失業， 労働時間の分析も含 

めてみなければ断定できなぃ」 （P.U2) と結論 

したのである。

こ れ に 対 し フ リ ン は ， 同じ誌上で応答した 

(Flinn M. W .〔1976〕）。 グーアヴィッシュのより 

洗鋳された方法でも結論には大差はなく，「理想 

的 基準」が妥当しなぃ指数であっても，r産業革 

命期の実質賃金の傾向とぃう大問題に対し何ら 
か の 種 類 の 解 答 に 到 達 す る た め に は 」（P.144), 

それらの指標を使うことが必要であろ。 むしろ , 

グーアヴィッシュの方こそ， 単年度の賃金率を 

長期的傾向と混同しており， また，個々の商品 

価格の変化をもってきても一般物価のま移を分 

析 す る こ と に は な ら な ぃ （小麦でなくォートミー 

ルをもってきても，スコットランド人がよく食べた 

ジャガイモを無視してぃるではなぃか） と反批判を 

加えたのである。 ここには，全国的指数分析对 

地方的指数分析， なぃし一般性对個別性とぃう 

方法論上の対立が反映されてぃる。

つづいて， フォン . タンツエルマン力"、， より

精徽な統計的手法を使ってフリン論文を批判し 

すこ(Von Tunzelmann, G. N .[1979]) o 「新しぃ通 

説として定着しつつある」 フリン説に対し， 同 

じデータを用ぃ，時 期 も 同 じ4 期 に 区 分 し 「主 

成分分オ/T」‘principal component analysis，と 

ぃう統計的手 法 を 用 ぃ て 「楽 観論」と 「悲 観論」 

の極端なケースの推移を設定し， じっさぃの推
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移は両者の幅の間にあるとした。 フリンの指数 

をその幅のなかの一 '"3の可能性として把えたの 

である。 フ ォ ン • タンツエルマンの結論は，論 

文 末 尾 に 以 下 の6 点にまとめられている。 1)一 

般物価指数のフリンの分析と同一の結果を得た。 

2 )しかしながら，実質賃金の型は， 1750年一18 

50年の間に , 最大15%増 , 最 小 0 % の可能性があ 

る。3)ナポレオン戦争後10年間に急激な実質賃 

金上昇が生じたというフリンの強調には，1790 

年 以 降 実 質 賃 金 の 望 に つ い て 「楽観的」見解が 

かなり受け容れられるならぱ，部分的には正当 

性がある。 しかし， この飛躍はたぶん物価の頂 

点と谷の性格により誇張されているだろう。 も 

し 労 働 者 階 級 の 総 合 的 実 質 所 得 に 関 す る 情 報  

(例えば，失業の変化等）が 得 ら れ る な ら ば，18 

20年一50年が実質賃金上昇の期間であったこと 

力’、， より強調されて然るべきであろう。 4) 実質 

賃金の戦争中の下落傾向と戦後の急上昇は，エ 

業化には関係なく， 戦争によるものである。5) 

1813年直後のデフレは実質賃金を増加させたよ 

うにみえるが， 1816年一18年の物価上昇により 

相殺された。 フリンが主張するのは，1820年代 

初期のデフレによるものである。6) 都市間地域 

間 格 差 に よ り こ の 結 論 を 後 正 す る 必 要 は な い  

(P.145)。

か くして， フォン . タンツエルマンは， フリ

ンが総合した指数をより一般化することに貢献 

したのである。

3 リンダートとウィリアムスンによる 

指数の作成

リンダートとウィリアムスン（以下，L. W .と 

略す）の Economic History Review 誌上の論 

稿 （Lindert, P. H. & Williamson, J. G .〔1983〕） 

は， コンピューターの使用により従来の多数の 

名目賃金と生計費指数から算出した実質賃金の 

推移にもとづいて，超楽観的主張をしたもので 

ある。かれらはまず， 1755年一 1851年の期間の 

18の職種をとりあげ， 完全就業したとの仮定の 

下で，名目年間所得を算出する （P.も Table 2)。

0 6 0 ) ——



第3表実質完全就業所得（成人男子）（イングランドとウ:n — ルズ）

1851年ニ 100

基準年 農業労働者 中間クル一フ
アルチィザン

(労働貴族）
全プルーカラー ホワイトカラ一 全労働者

1755年 65.46 47. 54 56. 29 56. 50 23. 93 42. 74

1781 61.12 46,19 48. 30 50.19 22. 24 39. 24

1797 74. 50 52. 54 46. 73 53. 61 23. 45 42.48

1805 74. 51 52. 96 42. 55 51.73 20. 82 40. 64

1810 67.21 51.54 42. 73 50. 04 19. 97 39.41

1815 75.51 57.81 52.18 58.15 25. 49 46.71

1819 73. 52 54. 35 50. 26 55, 68 27. 76 46.13

1827 75. 86 70.18 66. 39 69. 25 39.10 58. 99

1835 91.67 85. 97 78. 62 83. 43 66. 52 78. 69

1851 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00

(1781年一 1851年の変化率）

悲観的最大値 31.6% 75.1% 68.0 多 61.8% 294. 5^ 103.1%

"ぺ ス ト . ゲス " 63.6% 116-5% 107. W 99. 2 多 349,ら o/o 154. %%

楽観的最大値 107. 0% 175. 164.2% 154. 4% 520. 220.ス％

出典）L. W .〔1983〕，P .13, Table 5 . より。
プル一. カラー= 農業労働者+中間グループ+アルチィザン（= 労働貴族）
プル一. カラー+ ホワイト. カラー= 全労働者

悲観的最大値はタッカーの衣服指数の北部都市支出のウイトと家賃を加えた生計費指数によるもの, 

楽観的最大値は北部農村支出のウェイトで家賃を含まぬ生計費指数によるもの。
"ぺスト. ゲス" はし W .のもので南部都市支出のウ：nイトと家賞を加えた生計費指数によるもの。 
なお，この指数には未だ失業，死亡，都市不快は算入されていない。

そして， その18の職種を，農業労働者， ミドル 

• グループ， 労 働 貴 族 〔3 者の合計がプル一力ラ 

一），ホワイト.カラーの4 つのグループに分 

類し，各グループ毎の名目年間所得を算出する。 

一方， 生計費指数については， 卸売物価指数は 

生計費指数をかなりの程度反映するとして， タ 
ッカー（Tucker, R. S .〔1936〕），シルバーリング 

(Silberling, N . J .〔1923〕），ルソー（Rousseaux, 

P .〔1938〕），G. R. S .〔1953〕の卸売物価指数にか 

れらま身の数値も加え， 家賃その他の消費のゥ 

エイトを再考慮して， 1781年から1850年までの 

生 計 費 指 数 を 算 出 す る（P .1 1 ,Table 4)。そし 

て 実 質 貢 金 を だ す の だ が （第3表)， そ の r ベス 

ト. ゲス」 の結果は，「1810/14年以降は実質賃 
金水準で，重要な変化を示すものはほとんどな 

い」（Flinn, M. W .〔1974〕，p. 408 )という，前述 

したフリンの結論をほぽ裏付けることになった 

(P.10)。 しかし， L. W . の数値がフリンと異な 

る点は， フリンが実質賃金の改善が1813年以降
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10年 余 の デ フレ期でのみみられるとするのに对 

し， L. W .は実質賃金が1810年一15年の間には 

一般的上昇をみるが， 1815年 一19年には下降し 

その後は持続的上昇があり，1820年から1850年 

の 間 に は 約2 倍になったとしている点である。 

r……平均的労働者は1830年以降のいかなる10 

年 間も1820年以前のいかなる10年間よりも富裕 

になった」 （PP. 10-11)とするのである。

L .W .は， さ ら に 失 業 や 都 市 化 に 伴 う 「不快 

さ」，人口過密， 公害など社会環境の劣悪化を 

考慮に入れ， しかもそれらを数量化し，生活水 
準のマイナス要 因 として計 算 する。総 じてかれ 

らの結果は， つぎのようになる。 1781年から18 

51年の間に，最下層の農業労働者でさえ，少な 

くとも60%の上昇， プ ル 一 .カ ラ ー 労 働 者 を と  

ると少なくとも86%の上昇， 全労働者をとると 

少なくとも140%の 上 昇 を 示 す （P. 2も Tableア)。 

そ れ 故 「産業革命の終点で労働者が直面した困 

難は， かれらの祖父たちの困難ほど大きくはあ 
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りえなかった」（p. 2 4 )と結論する。

L .W .の分析が，生活水準を上昇させるもの 

として，賃金引き上げだけでなく，より高賃金 

の職種への転職によるシフト• アップ，および， 

より高賃金の地域への移動によるシフト.アッ 
プを考察の範囲に含めているのは，従来の生活 

水準研究で希薄だった点を補うものとして評価 

できよう。 かれらの推計によると， 1871年一18 

51年 の 間 に プ ル 一 . 力ラー労働者全体の平均実 

質賃金に対して，転職および地域移動によるシ 

フ ト . アップがもたらした寄与率は， 各 々 5. 3 

%, 3 .6% である。 すなわち， この期間の所得 

増のうち90% 以上が賃金引き上げによるもので 

あり， 他 の ニ 要 因 の シ フ ト .ア ッ プ の 寄 与 率 は  

比較的小 さ い こ と が 判 明 す る （P.19)。

ウィリアムスンは，別稿で，熟 練 労 働 者と不 

熟練労働者の賃金格差の推移を， 統計的に分析 

している（Williamson, J. G .〔1982〕，〔1985〕）。 か 

れは， 従来の19世紀の賃金データは「全雇用労 

働のなかの極めて限定された範囲であった」 と 

して，新たに「サーヴィス」業を加えた。ここ 

でいう rサ—ヴィス」業とは， 公務員，弁護士 ,

享務員，医師，校 長 と い う ホ ワ イ ト . カラー層 

である。 そして， ウィリアムスンは熟練工と不 

熟練工の賃金格差の分析のために一般均衡モデ 

ルを用い， 初期工業化の時期の技術進歩はアン 

バランスであり，不熟練労働よりも熟練労働の 

需要をひきおこすとの仮定の下に，1815年以降 

世紀半ばまでは熟練労働に対する需要増大が熟 

練 労 働 の 非 弾 力 性 （非農業部門の熟練労働者の相 

対的稀少性）の故に，熟 練 労 働 者 の 賃 金 は 上 昇  

をつづけ，賃金格差も拡大した。 その後1850年 

以降1911年までは技術進歩のアンバランスが減 

少し，熟練労働供給がより弾力的になるに伴い , 

賃金格差は縮小した。 つまり， プリテンの19世 

紀 の 賃 金 構 造 は 劇 的 に 変 化 し 初 期 工 業 化 の 時  
期 に 不 平 等 〔賃金格差を主要構成要素とすろ）は拡 

大し，産業発展の成熟局面で縮小するとしたク 

ズネッツ曲線が描かれると主張した。 すなわち , 

ウィリアムスンは，第 4 まにみられるように熟 

練労働者の不熟練労働者に対する所得比率は， 

r経済全域」 では，1815年の2. 50から，1851年 

の3. 76にまで上昇し， その後1911年の2. 48まで 

多少の起伏を伴いながら減少する。 非農業部門

第4表熟練労働者と不熟練労働者間の賃金格差

〔成人男子）〔イングランドとウニー ルズ）

経 済 全 域 非 農 業 部 門

(1)

全熟練労働者

(2)
製造業熟 
練労働者

(3)
サーヴィ
練労働者

ス熟
(4)

全熟練労働者

(5)
製造業熟 
練労働者

(6)
サ一ヴィ
練劳働者

ス熟

L.W. J. L. W. L. W. J. し W. J. L. W. L. W. J.

1815 年 2. 50 2. 26 1.54 4. 67 4. 20 2. 08 1.87 1.27 3. 87 3. 49

1819 2. 69 2. 44 1.54 5. 24 4. 83 2. 29 2. 07 1.31 4. 46 4.11

1827 2. 93 2. 65 1.65 5.79 5. 32 2,16 1.95 1.22 4. 27 3. 92

1835 3, 57 2. 90 1.65 7. 86 6. 26 2. 62 2.13 1.21 5. 77 4. 59

1851 3. 76 2. 73 1.66 8. 44 5. 59 2. 73 1.98 1.20 6,13 4. 06

1861 3. 49 2. 70 1.60 7.28 5. 30 2. 82 2.18 1.29 5. 88 4. 28

1871 3. 44 2. 80 1.64 6. 67 5.14 2. 88 2. 34 1.38 5. 59 4. 31

1881 3. 33 2. 83 1.64 6.16 5. 05 2. 86 2. 43 1.41 5. 29 4. 34

1891 2. 95 2. 56 1.50 4. 97 4.17 2. 49 2.16 1.26 4, 20 3. 52

1901 2. 58 2. 32 1.43 4,12 3. 61 2. 22 2. 00 1.23 3. 54 3.10

1911 2. 48 2. 25 1.54 3. 58 3.12 2.16 1.96 1.34 3.12 2. 72

出典）Jackson, R. 

L. W . =リン

J. ニジ ャ クス

V .〔1987〕， P. 563,

ダートとウィリアム 

ンの修正数値

Table 1と p. 567,

スンの数値
Table 5 . より合成。
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だけとると，その比率は，1815年の2.08から上 

昇し，ピークは若干遅れて1871年で2. 88となり， 

以降1911年の2 .16まで減少する。1815年以阵に 

クズネッツ曲線が現われるのはナポレオン戦争 

によりその出現が遅延させられたからであると 

するが，果してかような曲線の析出は妥当であ 

ろうか。 L . W .の論IBこ鋭い批判の矢を放った 

のはジャクスンである力’、，その批判も含めて，つ 

ぎにL. W .の分析に関する問題点を検討しよう。

4 リンダートとウィリアムスンに対する

批判

L . W .の実質賃金指数の作成は，全国的レヴ 

ュルでマクロ的に把えた積極的試みとして評価 

できる面があるものの，つぎのような問題点を 

もつものと私は考える。それを3 点にまとめ， 

最後に斉藤，およびジャクスンによる批判を紹 

介しよう。

第 1 は，名目賃金データの信頼性についてで 

ある。 L. W .の賞金データの特徴は，ホワイト 

.カラー労働者を加えたことにある。しかしな 

がら，賃金デ一タの中心はボウリーとウッドの 

それである。そして，1755年一1851年の期間を 

とってこれらのデータにウェイトをかけていろ 

のだが，そのウェイトのかけ方は， リンダート 

の Journal o f  Economic History 誌上の論稿 

(Lindert, P. T .〔198の）による方法と結論によ 

るとされている。しかしながら，17世紀後半か 

ら1811年までの，埋葬記録や住民台帳からの推 

計によりウエイトをかけることには大きなリス

クが伴うし，L . W .のプル一.カラーとホワイ 

ト. カラーのウェイトのかけ方は明解には説明 

されないまま，1755年一1851年の名目年間所得 

指数が提ボされるのである（第5表)。

この数値によると，1810年一51年にプル一. 

カラーの賃金は下落している〔とくに1835年にお 

いては，一層大きく下落している）力S ホワイト•

カラーで同じ期間に43.01-100.0 0と上昇が激 

しいので，全労働者では84. 89—100. 0 0と上昇 

をみたことになる。つぎに1819年一35年をみて 

みると，同様に，プル一. カラーの賃金は101. 

84—94.11と下落している力;， ホワイト.カラ 

一が50. 77—75.03と上昇が激しいので，全労働 

者では84. 37—88. 77と上昇したことになる。す 

なわち，プル一. カラーの賃金だけとれぱ，19 

世紀前半にはむしろ上昇は見いだせない。そも 

そも，ホワイト•カラーの賃金を算入すること 

は，従来の産業革命期の生活水準論争から逸脱 

することになる，という問題が指摘されよう。 

従来生活水準論争はマニュァル労働者を対象と 

して行われてきたのであって，L . W .のように， 

公務員，聖職者，弁護士，事務載，医者，教師, 

土木技師. 測量士，メッセンジャー. ポーター 

というホワイト•カラーを算入して議論しては 

こなかった。 フリンは，「かれらが示したこと 

は， プル一 . カラー労働者の実質賃金に関して 

はなお懐疑的ではあるにせよ，ホワイト.カラ 

一労働者が経験した大幅な取得はもはや疑問の 

余地がない。これを示したことは， リンダート 

とクィリアムスンの発見のなかで最も値値ある

第5表名目完全就業所得

(イングランドとウ 'ルズ）1851年= 100

農業労働者 中間グループ 労働貴:族
全プル一力 
ラ一

全ホワイト 
カラー 全労働者

1805年 139,12 98. 89 79. 44 96. 58 38. 88 75. 87

1810 144. 76 110. 95 92, 03 107. 81 43. 01 84. 89

1819 134. 47 99.41 91.92 101.84 50. 77 84. 37

1835 103. 41 96. 98 88. 68 94.11 75. 03 88. 77

1851 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00

出典）し W .〔1983〕，p. 7 より抜粋。原表は1755年一1851年で10時点がとられている。全プル一力ラー= 農 

業労働者+中間グループ+労働貴族であり，全労働者= 全プル一力ラー+全ホワイトカラ一である。
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新 規 な こ と で あ る と い え よ う 」（Flinn, M. W. 

C1984], p. 9 2 )と高く評価するが， バーンズビー 

の見解は， それとは異なる。 か れ は ホ ワ イ ト • 

カラーのウェイトのかけ方を明示しないL. W. 

の 「言明は信頼性がほとんどなく， かれらの結 

果 は 極 め て 危 険 の 大 き い も の astronomically 

speculativeである。 1755年一1851年に弁護士 

の所得は700%近 く 増 加 し 教 師 で は 400%以上， 

土 木 技 師 . 測 量 士 で は 250%の増加となってい 

るのに対し， ウッドとボウリーの数値から得ら 

れたマニュアル労働者の賞金上昇は，建築業の 

117%と印刷業の61%の間にあった。 L .W . が 

い わ ゆ る 『ホ ワ イ ト • カラー』 労働者の実質賃 

金を含めることにより， そのより大きい上昇を 

ZFしえたのは驚くに値しない」 （Barnsby, G. J. 

〔1988〕，P. 8 3 )と指摘している。

第 2 は，生計費指数に関してである。 L.W . 

の1820年一50年 に 実 質 賃 金 が2 倍になったとす 

る超楽観的結論は， この期間の生計費指数の急 

低下に起因する。 L. W .の使用した生計費指数 

は 1788/92年一1820/26年の期間には，「楽観論 

者 」（とリンダートたちは命名している）G.R .S.,ル 

ソ ー ， シルバーリングと，「悲観論者」

タ ッカーの中間に位置するのである力、， それ以 

降の1820/26年一1840/50年の期間になると， か 

れらの生計費指数は26.0%減となり， シルバー 

リング16. 7%減，ルソ一16.4%減 ，G- R. S .19.4 

% 減より著しく大きな低下を示している。 これ 

が L. W .の1820年以降の実質賃金急上昇をもた 

らすのである。 では， 何故26.0%減になるの力 

この点は， の ち に フ リ ン が 指 摘 す る よ う に ，

L. W .の生計費指数が他の指数の平均の約2 倍 

の低落を示すのは， 選択した商品の種類， ゥェ 

イトのかけ方の相違， 家賃を算入したか否かに 

よる。 し か し フ リ ン に よ れ ぱ ，「生計費指数の 

変化の性格について正確な情報が欠如している 

なかでは」，極端な指数を使うのではなく，「全 

ての入手可能な合理的な安全な指数」 を使うこ 

と が r賢明である」。旧 来 の5 つの生計費指数を 

使用すれば，1812/13年以降1846/50年までの実
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質 賃 金 （プル一• カラー）は， フリンの算出した 

数 値 と 極 似 し て く る は ず で あ り ，少なくとも 

1835年 ま で は そ う で あ る （Flinn, M. W .〔1984〕， 

P. 91) 。

第 3 は， 失 業 率 の 生 活 水 ,へ の 影 響 に 関 し て  

である。 1850年以前の全国的失業統計は， イン 

グ ラ ン ド に は 存 在 し な い 。 そこで， L .W . は 

1851年 か ら 第 1 次世界大戦までの機械，金属， 

造船の失業統計から， フィリップス曲線を援用 
して， 1850年以前の失 業 率 を 推 計 し ，「非農業 

部門の失業は1840年代あろいは50年代に極めて 

高いわけではなく， たとえ1820年以降上昇した 

としても， かようなありそうもない出来事は労 

働者の実質所得に僅かな影響 trivial impactを 

与 え た に す ぎ な い と 我 々 は 結 論 す る 」（L. W. 

〔1983〕，P.16)。 フィリップス曲線自体が19世紀 

についてのボウリーとウッドの乏しい賃金デ 一  

タにもとづいていることをひとまずおくとして 

も 〔Phimps, A. W .〔1958〕），1851年以降の上記 

3 産業の失業率は極めて疑わしいものである。 

機 械 工 に つ い て は1851年 の 合 同 機 械 工 組 合A. 

S. E . の失業給付者数にもとづいて算出された 

ものであるが， 機械工組合よりはるかに整備さ 

れ た長期的失業統計が 得 ら れ る フ リ ン ト .ガ ラ  

ス製造エのぱあいでも， それをもってその産業 

の 失 業 率 と す る こ と は 余 り に リ ス ク が 大 き い  

(Matsumura,T.〔1983〕）。 何故ならぱ，年間でも 

デ ー タ を と る 時 点 に よ っ て 全 く 異 な り （= 季節 

的変動）地 域的にも差異があり， さらに失業期 

間が不明であると一時点の失業率は余り意味を 

もたないからである。 ましてや熟練労働者でな 

い未組織のままの圧倒的多数の労働者について 

は， 失業状態の把握は不可能である。 それ故， 

組織された熟練労働の失業率をかりに有効であ 

るとしても， 1850年以前を推計することは，全 

く意味をなさない数値の遊戯にすぎない。1850 

年以前の不況が失業を通して労働者に与えるイ 

ムバクトは，階層別にまた地域別に著しく異な 

つ て V、たのであるから，「イングランドにおけ 

る1820年代の失業率」 なるものは， ほとんど意
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味をなさないのである。 さらに失業や都市化に 

伴う社会環境の劣悪化の計量化も， L .W . は納 

得的に行なったとはいいがたい。

最後に，斋藤とジャクスンによる批制につい 

て述べよう。「労働者階級のなかに2 つのグル 

ーフかあったことは認められる必要かある」 

(Ashton, T. S . [1949], p. 3 8 )とし，楽観論者 

Cミル）とぎ1̂ '観論者（リックマンとチャドウィック） 

がそれぞれ別のグループに目を向けていたとす 

るアシュトンの見解を，ウィリアムスンが初め 

て所得の不平等の推移として把え，マクロ的統 

計的に明らかにした点を，斎藤は一面では評価 

する CSaito, 0 .〔1988〕）。 しかしその反面，ゥィ 

リアムスンの不平等の拡大から縮小へというク 

ズネッッ曲線を析出した資料は，第 1 に，成人 

男子のみの賃金であり，婦人や児童を含んでい 

ないこと，すなわち性別賃金格差が考慮されて 

いないこと，第2 に，熟練労働の供給が非弾力 

的であったのはホワイト. カラーでいえるので 

あって，プル一. カラーでは，そのような傾向 

は見いだせないことを，その賃金格差の推移が 

示している〔第4表の〔5 )の数値） と指摘する。

とくにプル一 • 力ラーでは，〔綿業を除いて）チ 

ャ 一ルズ • モアのいう「ニュ一 . スタイル」の

徒弟制があったとし，徒弟制の関係で熟練労働 

供 絵 を 把 え る 必 要 性 を 示 唆 し て、る点は重要で 

ある。 一方では ’ ウィリアムスンの示 し たホワ 

ィ ト • カラーの典型として弁護士の1815年 の £  

447. 5 か ら 1851年 の £1,837. 5 への急増， そし 

て1911年 の £1 ,343への減少を劇的な極端な例 

として上げている力*S 斎藤はジャクスンが試み 

たようなこの数値は信頼できないとして技!^除し 

て計算しなおすことまでは行なっていない。

斎藤論义の発表直前に，ジャクスンの論文が 

発爱された（Jackson, R. V . [1987])o

ジャクスンはまず第1 に， 前記1851年の賃金 

格差3. 76に注目する。 これは全労働者ニ製造業 

労 働者+ 「サーヴィス」業労働者についてであ 

る力’S 「サーヴィス」業 だ け と る と 同 年 で 8. 44 

と 異 常 に 高 い 数 値 を 示 す （ちなみに，「サーヴィ
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ス」では1815年，4. 67;1851年，8. 44;1911年，3.58 

である）。 その結果，全労働者の賃金格差が3. 76 

に引き上げられているのであって，製造業だけ 
みれば， 1.66にすぎない。 製造業だけをみれ 

1815 年，1.54; 1851年，1.66; 1911年， 1.54 と 

賃金格差の変化は1815年 一1911年の期間で10% 

を越えず， クズネッツ曲線は見られない。 つま 

り， ホ ワ イ ト . カラー層を算入し平均して， は 

じめてクズネッツ曲線が見いだせるのである。 

ところ力*S 第 2 に 「サーヴィス」業の内容をみ 

ると，合計された数値のまやかしが暴露される。 

弁護士の名目年間所得は， 1815年， £447.5; 

1851年， £1,837. 5 であり， この異常に高い数 
値 が 「サーヴィス」業の熟練労働者の賃金水準 

を上昇させているのであって， もしこの弁護士 

を 除 い て rサ ー ヴィス」業を算出すると，1815 

年 ， £336; 1851年， £220にすぎない。 しかも 

ウィリアムスンのサンプル数は，1797年と1805 

年 で 僅 か 6 人， のち1827年 ま で は 4 人にすぎな 

い。 それ故ジャクスンは， 1851年の弁護士の年 

間 名 目 所 得 £1 ,837 .5に単純に弁護士数を乗ず 

れぱ，弁 護 士 だ け で £ 3 ,000万，すなわち粗国 

民 所 得 の 7 % , 全労働者所得の10% を取得する 

という奇妙なことになり， この弁護士の£1,83 

7. 5 は信頼性がないので除外すべきであるとす 

る。 医 師 も サ ン プ ル 数 が 極 め て 少 な く （1851年 

は 20人以下で，監獄の医師のみのデータ），除外す 

べきである等々， としてジャクスン自身がまを 

作 成 す る （表は第4 表のJ . の欄に記入してある）。 

これによると， 全労働者で，1815年，2 .2 6 ;18 

51年，2.73; 1911年，2.25であり， 非農業部門 

だけでも，1815 年，1.87; 1851年， 1.98; 1911 

年， 1.96であり， クズネッツ曲線は見いだせな
い。こうしてジヤクスンは， ウィリアムスンが 

使用したのと同じデータを使い，クズネッツ曲 

線が析出されるとした結論を覆した。と同時に， 

全国的レゲェルの賞金推移を算出する方法が， 

ホワイト.カラーも含めて総計することによっ 

ていかに歴史的実態を歪めて把握したかの一つ 

の例を示したことにもなった。 （続）
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